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市町村合併により変化したサービス・負担等について 

１ 総合行政センター及び地区センターについて 

市町村合併に伴い、地域住民に身近な行政拠点として、総合行政センターを６町村役場に設置しまし 

た。 

また、旧富山市に配置され、戸籍・住民票等諸証明の発行、福祉関係の受付など行政サービスの提供 

や地域活動の支援を行ってきた地区センターを、これまで配置のなかった旧富山市以外の地域においても

基本的に小学校区を単位として配置しました。 

合併時 富山 大沢野 大山 八尾 婦中 山田 細入 

地区センター配置数 49 箇所 4 箇所 3 箇所 8 箇所 7 箇所 0 箇所 1 箇所 

※山田地域については、総合行政センターで対応 

２ 議会について 

新市の議会の議員の定数は、地方自治法第９１条第１項に定めるところにより４６人となりました。 

ただし、新市の設置後最初に行われる選挙により選出される議会の議員の任期に相当する期間（４年

間）に限り、４８人としました。 

選挙区 合併前 
新市設置後 

最初の選挙 

次回以降の 

一般選挙 
 現行 

富山 ４０人 ３４人 

※ ４６人 ３８人 

大沢野 １６人 
５人 

大山 １２人  

八尾 ２０人 
７人 

婦中 ２０人  

山田 １０人 １人  

細入 ８人 １人  

定数合計 １２６人 ４８人 ４６人  ３８人 

※平成２０年３月に「富山市議会の議員の定数を定める条例」が新たに制定され、定数は４２人となった。 

資料２ 
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３ 税金（地方税）について 

（１）個人市町村民税 

項目 地域名 
合併前 

（平成 16年度） 

改定 

平成 19 年度 平成 26 年度 

均等割（円） 全地域 年額 3,000 円 同左 年額 3,500 円 

所得割（％） 全地域 所得に応じ 3、8、10％ 一律 6％ 同左 

※ 平成１９年度には、所得税からの税源移譲により、所得割が一律６％となり、平成２６年度には 

東日本大震災の復興に係る財源とするため、均等割が年額５００円の増額となった。 

（２）法人市民税 

◎均等割                                   （単位：千円） 

資本金等の 

金額 
従業員数

富山市 

大沢野町

婦中町 

大山町 八尾町 山田村 細入村 新市 

50 億円超 50 人超 3,600 3,600 3,000 3,000 3,600 

富
山
市
、
大
沢
野
町
及
び
婦
中
町
の

税
率
に
統
一

10 億円超、 

50 億円以下 
50 人超 2,100 2,100 1,750 1,750 2,100 

10 億円超 50 人以下 492 492 410 492 492 

1 億円超、 

10 億円以下 

50 人超 480 480 400 480 440 

50 人以下 192 160 160 192 176 

1 千万円超、 

1 億円以下 

50 人超 180 150 150 180 165 

50 人以下 156 130 130 156 143 

1 千万円以下 50 人超 144 120 120 144 132 

上記以外の法人等 60 50 50 60 55 

◎法人税割 

富山市・大沢野町・大山町・婦中町・細入村 八尾町 山田村 新市 

14.7％ 14.0％ 13.7％ 14.7％に統一 
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（３）固定資産税 

固定資産税は、１月１日現在、市（町村）内に所在する土地、家屋及び償却資産の所有者に対し課税

するものです。 

項目 地域名 
合併前 

（平成 16年度） 

改定 

平成 18 年度 

税率（％） 

富山 1.4％ 

1.4％ 

大沢野 1.5％ 

大山 1.6％ 

八尾 1.5％ 

婦中 1.5％ 

山田 1.6％ 

細入 1.6％ 

（４）都市計画税 

都市計画税は、道路や公園などの都市基盤を整備するための事業費に充てるため、１月１日現在、市

（町村）内の市街化区域に所在する土地及び家屋の所有者に対して課税する目的税です。 

項目 地域名 
合併前 

（平成 16年度） 

改定 

平成 18 年度 平成 23 年度 平成 28 年度 

税率（％） 
富山 0.3％ 0.25％ 

0.25％ 0.30％ 
婦中 なし なし 

  ※ 大沢野町・大山町・八尾町・山田村・細入村は該当区域なし 

（５）事業所税 

  事業所税は、人口３０万人以上の都市が、一定規模以上の事業所等に対して課税する目的税です。 

項目 地域名 
合併前 

（平成 16年度） 

改定 

平成 17 年度 平成 18～23 年度 

税率等

富山 
資産割（1㎡ 600 円） 

従業者割（給料総額の 0.25%） 
同左 同左 

富山以外の

地域 
なし 

旧富山市の 

税率の 1/7 

23 年度までに 

段階的に統一 
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４ 公共料金等について 

（１）水道・簡易水道料金 

水道・簡易水道料金（大沢野町の簡易水道、山田村の小規模水道を除く。）は、合併時に富山市の料金 

体系に統一しました。  

項目 地域名
合併前 

(平成 16 年度)

改定 

平成 17 年度 平成 20 年度 平成 26 年度 令和元年度 

一般家庭用 

口径 20mm 

１月 20 ㎥ 

使用の場合 

（税込み） 

富山 1,953 円 

1,953 円 2,205 円 

2,268 円 

(消費税率変更

に伴う改定) 

2,310 円 

(消費税率変更 

に伴う改定) 

※10 月 1日から

大沢野 2,296 円 

大山 2,677 円 

八尾 3,150 円 

婦中 3,265 円 

山田 5,415 円 

細入 5,523 円 

※ 市町村合併後も存続していた大沢野地域及び山田地域の一部地域の簡易水道料金は、平成２３年度に 

水道料金に統一。 

（２）下水道使用料 

下水道使用料は、合併時にはそれぞれの使用料体系を引き継ぎ、その後平成２０年度に統一し、あわ 

せて料金改定を行いました。 

項目 地域名
合併前 

(平成 16 年度)

改定 

平成 20 年度 平成 26 年度 令和元年度 

一般家庭用 

１月 20 ㎥ 

使用の場合 

（税込み） 

富山 2,919 円 

2,940 円 

3,024 円 

(消費税率変更に伴

う改定) 

3,080 円 

(消費税率変更に 

伴う改定) 

※10 月 1日から

大沢野 3,393 円 

大山 3,097 円 

八尾 3,150 円 

婦中 3,360 円 

山田  3,360 円※

細入 3,797 円 

  ※ 人員割のため１世帯３人として計算 
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（３）国民健康保険 

市町村合併以降、旧７市町村の財政状況や激変緩和等を考慮し、保険料の賦課については不均一とな

っていましたが、平成２０年度に統一しました。 

項目 地域名

合併前 

(平成 16 年度)

合併時 

平成 17 年度 

所得割(%)、資産割(%)、均等割(円)、平等割(円) 所得割(%)、均等割(円)、平等割(円)

医療分 

富山 8.7%、なし、26,400 円、30,000 円 8.7%、26,400 円、30,000 円 

大沢野 7.8%、なし、21,000 円、24,000 円 7.8%、21,600 円、24,000 円 

大山 8.3%、30.0%、20,000 円、23,000 円 8.5%、25,200 円、26,400 円 

八尾 6.0%、なし、20,000 円、25,000 円 6.8%、21,600 円、25,200 円 

婦中 7.5%、10.0%、23,000 円、27,000 円 7.8%、25,200 円、27,600 円 

山田 7.0%、なし、19,000 円、23,000 円 7.0%、19,200 円、22,800 円 

細入 4.5%、なし、15,000 円、17,000 円 4.5%、14,400 円、16,800 円 

介護分 

富山 1.0%、5,400 円、5,400 円 

1.0%、5,400 円、5,400 円 

大沢野 1.1%、4,800 円、5,800 円 

大山 1.1%、4,800 円、5,800 円 

八尾 1.0%、4,800 円、5,800 円 

婦中 1.1%、4,800 円、5,800 円 

山田 1.1%、4,800 円、5,800 円 

細入 1.1%、4,800 円、5,800 円 

項目 地域名
改定 

平成 18 年度 平成 19 年度 

医療分 

富山 8.7%、26,400 円、30,000 円 8.7%、26,400 円、30,000 円 

大沢野 8.1%、22,800 円、25,200 円 8.4%、24,000 円、25,200 円 

大山 8.5%、25,200 円、26,400 円 8.5%、25,200 円、26,400 円 

八尾 7.5%、22,800 円、26,400 円 8.2%、24,000 円、27,600 円 

婦中 8.1%、25,200 円、27,600 円 8.3%、25,200 円、27,600 円 

山田 7.7%、21,600 円、24,000 円 8.2%、22,800 円、25,200 円 

細入 6.0%、19,200 円、20,400 円 7.5%、22,800 円、25,200 円 

介護分 全域 改定なし 改定なし 
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項目 地域名
改定 

平成 20 年度 平成 23 年度 

医療分 全域 5.5%、24,000 円、16,800 円 6.9%、24,480 円、21,120 円 

介護分 全域 2.0％、9,000 円、5,400 円 2.0％、9,000 円、5,520 円 

後期高齢者 

支援金分 
全域 1.7％、7,200 円、5,400 円 2.0％、7,680 円、6,000 円 

項目 地域名
改定 

平成 25 年度 令和 3年度 

医療分 全域 7.4%、25,680 円、22,560 円 6.4%、25,000 円、17,500 円 

介護分 全域 2.1％、9,360 円、6,000 円 2.3％、9,500 円、6,500 円 

後期高齢者 

支援金分 
全域 2.1％、8,160 円、6,480 円 2.3％、8,200 円、7,000 円 

（４）介護保険料 

介護保険料は、平成１７年度に富山地域の保険料に統一しました。平成１８年度以降の保険料は、新

市において新たに策定した介護保険事業計画に基づき算出しています。 

区分 富山市 
大沢野町、大山町、八尾町、婦中町、山田村、細入村

合併時 
上婦負介護保険事務組合 

第１段階 21,900 円 19,600 円 

富山市の例により統合 

第２段階 34,100 円 34,300 円 

第３段階
48,700 円 

（基準額）

49,100 円 

（基準額） 

第４段階 60,800 円 61,300 円 

第５段階 73,000 円 
68,700 円 

83,400 円 
第６段階 90,000 円 

各段階の対象者 

 第１段階：世帯全員が住民税非課税で本人が老齢福祉年金受給者又は生活保護受給者 

第２段階：世帯全員が住民税非課税 

第３段階：本人が住民税非課税で世帯員が住民税課税 

第４段階：本人が住民税課税で本人の合計所得金額が２００万円未満 
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第５段階（富山市）：本人が住民税課税で本人の合計所得金額が２００万円以上 

４００万円未満 

（上婦負）：本人が住民税課税で本人の合計所得金額が２００万円以上 

２５０万円未満 

第６段階（富山市）：本人が住民税課税で本人の合計所得金額が４００万円以上 

（上婦負）：本人が住民税課税で本人の合計所得金額が２５０万円以上 

（５）保育料 

保育料は、国の示す所得税額等に応じた保育料の徴収基準額を参考に、それぞれ独自に定めていまし

たが、統一に向けて段階的に見直しを行いました。 

項目 地域名
合併前 

(平成 16 年度)

改定 

平成 17 

～21 年度 
平成 22 年度 平成 24 年度 平成 27 年度 令和元年度 

国の徴収基準

額に対する割

合(％) 

(３歳以上最

高額（円）) 

富山 
79.9％ 

（31,500 円）

平成 22 年

度に国の徴

収基準の

75％に統一

する調整方

針を掲げ、

７地域でそ

れぞれ段階

的に保育料

を改定。 

75％ 

(28,000 円)

80％

(29,500 円)

71％

(29,500 円)

３歳以上児

の保育料は

無償 

大沢野
75.6％ 

（29,000 円）

大山 
81.5％ 

（38,100 円）

八尾 
71.1％ 

（27,600 円）

婦中 
75.2％ 

（29,000 円）

山田 
42.7％ 

（26,000 円）

細入 
57.8％ 

（30,000 円）

※令和元年１０月には、幼児教育・保育の無償化が開始 

項目 
改定 

平成 18 年度 平成 21 年度 平成 24 年度 平成 27 年度 令和３年度 

基準額 

所得段階 

57,400 円 

７段階 

57,400 円 

８段階 

70,800 円 

９段階 

75,600 円 

１２段階 

79,200 円 

１２段階 
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５ 消防について 

地域名 消防本部の名称 消防署 １１９番 

富山市 富山市消防本部 

富山消防署 

 ・中分署 

 ・東部出張所 

 ・南部出張所 

 ・北部出張所 

富山北消防署 

 ・和合出張所 

 ・海上分遣所 

呉羽消防署 

水橋消防署 

通報を消防本部で受信 

大沢野町 大沢野町消防本部 大沢野町消防署 通報を消防本部で受信 

大山町 大山町消防本部 
大山町消防署 

 ・小見分遣所 
通報を消防本部で受信 

八尾町 八尾町消防本部 八尾町消防署 通報を消防本部で受信 

婦中町 婦中町消防本部 婦中町消防署 通報を消防本部で受信 

山田村 該当なし 該当なし 

通報を役場で受信 

（日当直体制） 

救急の場合、八尾町または婦

中町に出動要請 

細入村 該当なし 該当なし 

通報を役場で受信 

（日当直体制） 

救急の場合、大沢野町から出

動 

新市 富山市消防局 

位置は新市に引き継いだ 

Ｈ18 細入地域に、大沢野消防署 

細入分遣所を新規開所 

Ｈ19 山田地域に、婦中消防署 

   山田分遣所を新規開所 

Ｈ20 小見地区に、大山消防署 

小見分遣所を移転新築 

上記３拠点には、消防ポンプ自動

車１台、高規格救急自動車１台を

配置 

消防局で集中受信 
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６ 生活保護について 

生活保護は、「国が生活に困窮するすべての国民に対し、その困窮の程度に応じ、必要な保護を行い、

その最低限度の生活を保障するとともに、その自立を助長することを目的とする」ものであり、厚生労働大

臣の定める基準により最低生活費を計算し、これと対象者の収入とを比較して、その者の収入だけでは最低

生活費に満たないときに行われるものです。 

最低生活費の算出に当たっては、級地制度による基準額の地域差を設けており、市町村合併により旧富山

市の級地区分に統一されました。 

モデルケース①（単身世帯、60 歳） 

年度 平成 16 年  平成 17 年 

級地区分 ３級地－１ ２級地－１ 

最低生活費（月額） 65,210 円 72,370 円（＋7,160 円） 

※住宅扶助、各種加算は除く 

モデルケール②（3人世帯、40 歳･14 歳･10 歳） 

※住宅扶助、教育扶助、各種加算は除く 

７ 町・字名の取扱いについて 

合併による町・字の区域の変更はありません。 

町・字名については次のようになりました。 

◎大沢野町、大山町、細入村については、旧町村名を冠しない。 

  ＜合併前＞        ＜新市＞ 

 上新川郡大沢野町高内  → 富山市高内 

 上新川郡大山町上滝   → 富山市上滝 

 婦負郡細入村楡原    → 富山市楡原 

◎八尾町、婦中町、山田村については、大字の前に、それぞれ、八尾町、婦中町、山田を冠す。 

 ＜合併前＞        ＜新市＞ 

 婦負郡八尾町福島    → 富山市八尾町福島 

 婦負郡婦中町速星    → 富山市婦中町速星 

 婦負郡山田村湯     → 富山市山田湯 

年度 平成 16 年  平成 17 年 

級地区分 ３級地－１ ２級地－１ 

最低生活費（月額） 142,460 円 154,430 円（＋11,970 円） 
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８ ごみの収集について 

区分 富山市 大沢野町 大山町 八尾町 婦中町 山田村 細入村 合併時 

可燃ごみ 週２回 週２回 週２回 週２回 週２回 週３回 週３回 週２回 

不燃ごみ 月２回 週１回 月２回 月２回 月２回 
月１回 

(１、２月なし)

月２回 月２回 

空き缶 月２回 月２回 月１回 月２回 月２回 
月１回 

(１、２月なし)

月２回 月２回 

空きびん 月２回 月２回 月１回 月２回 月２回 
月１回 

(１、２月なし)

月２回 月２回 

ペットボ

トル 
拠点回収 週１回 拠点回収 月２回 拠点回収 

月１回 

(１、２月なし)

月１回 
※ステーション回

収は、月１～４回

プラスチ

ック容器

包装 

月４回 週１回 拠点回収 月２回 月２回 月２回 月２回 
※ステーション回

収は、月４回 

紙製容器

包装 
月１回 月１回 拠点回収 月２回 月２回 月１回 

月１回 

(１、２月なし)

※ステーション回

収は、月１回 

古紙 月１回 月１回 拠点回収 未実施 未実施 月１回 
月１回 

(１、２月なし)

※ステーション回

収は、月１回 

粗大ごみ
可燃・不燃ごみ

として収集 

規定 

なし 

可燃・不燃ごみと

して収集 

規定 

なし 

規定 

なし 

可燃・不燃ごみと

して収集 

個別有料

回収 
有 未実施 未実施 有 未実施 未実施 未実施 実施 

※拠点回収とステーション回収を併存 
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９ 新規企業立地促進事業・制度について 

◎補助制度 

対象 富山市 大山町 八尾町 婦中町 細入村 合併時 

用地・

建物・

設備の

取得費

※１ 

取得費の１０％ 

限度額 ２億円 

（１億円以上の経

費、新規雇用２０

人以上） 

〔県補助 1/2〕 

県の直接補

助 

（富山八尾

中核工業団

地 ※２） 

県の直接補

助 

（富山イノ

ベーション

パーク 

※３） 

富山市の例により

統合。 

※２※３は県の直

接補助に加え次の

金額を補助 

・取得費の５％ 

・限度額１億円 

（1億円以上の経

費、新規雇用 5 人

以上） 

工場等

の設置

におけ

る固定

資産税

土地・建物・設備

に係る固定資産税

相当額（初年度の

み） 

ただし、土地は 

3，000 ㎡までの分 

※１の企業除く 

３年間課税

免除 

・取得費

2,000 万円

超、新規雇

用要件あり 

３年間課税

免除 

・取得費

3,000 万円

超、新規雇

用要件あり 

(農工法地

区以外) 

富山市の例により

統合。 

合併前に課税免除

の適用を受けた企

業は、その期間、

課税免除相当額を

補助。 

農村地域工業等導

入促進地区に係る

課税免除の適用を

受ける企業を除

く。 

用地に

係る経

費 

取得費の 10～25％ 

・3,000 ㎡超～

30,000 ㎡  25％ 

・30,000 ㎡超～

50,000 ㎡  15％ 

・50,000 ㎡超 

10％ 

限度額１億円（新

規雇用５人以上） 

※１の企業除く 

取得費の

20％ 

賃借料の

20％ 

（３年間） 

限度額２千

万円（3,000

㎡以上、新

規雇用 20 人

以上） 

取得費の

10％ 

限度額３千

万円

（5,000 ㎡

以上、新規

雇用 20 人

以上） 

取得費の 20％

賃借料の 20％

（３年間） 

限度額５百万

円（700 ㎡以

上、新規雇用

10 人以上） 

富山市の例により

統合。 

賃借料に係る補助

は、新市で検討。

環境保

全施設

に係る

工事費

・工場立地法、緑

化推進条例に基づ

く緑地の設置 

 工事費の 30％ 

 限度額 700 万円 

・公害防止設備の

設置（工場適地の

み） 

整備費の 20％ 

限度額 1,000 万円 

廃棄物処理

施設、排水

路、緑地、

池の設置 

整備費の

10％ 

限度額 100

万円 

廃棄物処理

施設、排水

路、緑地、

池の設置 

整備費の

20％ 

限度額 200

万円 

廃棄物処理施

設、排水路、

緑地、池の設

置 

整備費の 10％

限度額 100 万

円 

工場立地法、緑化

推進条例に基づく

緑地及び公害防止

設備の設置につい

ては、富山市の例

により統合。 

未整備用地の廃棄

物処理施設等の整

備については、婦

中町の例により統

合。 

福利厚

生施設

設置に

係る工

事費 

工事費の 30％ 

限度額 700 万円 

工事費の

20％ 

限度額 200

万円 

富山市の例により

統合。 
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１０ 中小企業向け融資制度について 

◎融資制度                            （ ）内は限度額、単位：万円 

富山市 大山町 八尾町 
婦中町 

山田村 

大沢野町

細入村 
合併時 

単独融資制度 

・運転資金      （1,250）

・経営安定資金    （1,000）

・緊急経営基盤安定資金（2,500）

・設備近代化資金   （1,000）

・高度技術設備資金  （4,000）

・大型店対策店舗改善資金

（2,000）

・福利厚生施設設置資金  （500）

・環境整備資金        （500）

・工場移転促進事業資金(10,000）

・高度化事業資金     （10,000）

・創業者支援資金     （1,000）

県協調融資制度 

・緊急経営改善資金（小口枠）（1,000） 

・小口事業資金             （1,250） 
富山市の例

により統

合。 

なお、その

他融資制度

における既

往の融資分

について

は、新市に

引き継ぐ。

単独融資制度 

・節季融資資金 （300） 

 ※大山町は（150） 

・中小企業育成

対策融資資金

（1,000） 

・工場等移転資

金 

（2,000） 

・中小企業

活性化資金

（750） 

◎保証料助成制度 

区分 富山市 大沢野町 大山町 八尾町 婦中町 合併時

単独 

融資 

保証料の全額助成 

※緊急経営基盤安

定資金を除く 

中小企業活性化資金

の借入れに係る信用

保証料の 50％ 

富山

市の

例に

より

統合 

県協調

融資 

県小口事業資金の借

入れに係る信用保証

料の 50％ 

県小口事業資金の

借入れに係る信用

保証料の 50％ 

他機関

制度 

商工会地区小規模

事業経営改善資金

融資に係る信用保

証料の 30％ 

県経営安定

資金（地域

産業対策

枠、中小企

業特別支援

枠）に係る

信用保証料

の 1/3 

商工会地

区小規模

事業経営

改善資金

融資に係

る信用保

証料の

50％ 

・商工会地区小規模

事業経営改善資金融

資に係る信用保証料

の 50％ 

・県経営安定資金

（地域中小企業特別

支援枠、自己資本充

実促進枠を除く）の

借入れに係る信用保

証料の 50％ 

商工会地区小規模

事業経営改善資金

融資に係る信用保

証料の 30％ 

〇利子助成制度についても、制度が充実している富山市の例により統合。 
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１１ 地域審議会について 

  合併に際して、それぞれの地域の住民の意見を、新市の施策に反映するために、６町村の区域ごとに、

地域審議会を設置しました。 

（１）地域審議会の概要 

ア 組織について 

合併協定により大沢野、大山、八尾、婦中、山田、細入の地域ごとに、平成１７年度から平成２６年度 

の１０年間設置。 

イ 所掌事務について 

市長の諮問に応じ、各地域に係る次の事項を審議し、市長に意見を述べることができる。 

・ 新市建設計画の変更に関する事項 

   ・ 新市建設計画の執行状況に関する事項 

   ・ 新市の基本構想などの策定、変更に関する事項 

ウ 審議会委員について 

各地域に住所を有する者、公共的団体の代表者などから市長が委嘱する。 

   各審議会の委員は２０名以内で、任期は２年。 

（２）開催状況 

期 年度 
開催回数 

大沢野 大山 八尾 婦中 山田 細入 

第１期 
平成１７年度 ３ ３ ３ ３ ３ ３

平成１８年度 ４ ４ ４ ４ ４ ４

第２期 
平成１９年度 ５ ３ ３ ４ ３ ３

平成２０年度 ２ ２ ２ ２ ２ ２

第３期 
平成２１年度 ３ ３ ３ ３ ３ ３

平成２２年度 ２ ２ ２ ２ ２ ２

第４期 
平成２３年度 ３ ３ ３ ３ ３ ３

平成２４年度 ２ ２ ２ ２ ２ ２

第５期 
平成２５年度 ３ ３ ３ ３ ３ ３

平成２６年度 ２ ２ ２ ２ ２ ２

計 ２９ ２７ ２７ ２８ ２７ ２７


